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研究要旨

目的：住環境の貧困が健康に与える影響についての疫学的・経済学的研究をサーベイし、

今後の研究プロジェクトにおける研究に役立てる。

方法：住環境の貧困と健康の関係についての重要文献を収集・整理する。また、住宅剥奪

指標の構築に関連する方法論についても検討を行う。

結果：住環境の剥奪と健康についての研究成果の蓄積は，貧しい住環境が住民の健康に負

の影響をもたらす大きな要因であるという社会的なコンセンサスの形成に寄与してきた。

また健康に影響を与える住環境の様々な性質を抽出する作業においては，個別に各変数と

健康指標との関係を調べるという方法の他，単一の住宅剥奪指標を構築し，その指標と健

康指標との関係を分析するという方法が多くの研究で採用されており、その最近の動向を

検証した。

考察・結論：本科研費プロジェクトで用いる日本の住宅・土地統計調査（住調）の個票は、

住環境についてある程度の情報を有しているものの、先行研究と同様の住宅剥奪指標の構

築やパネルデータの活用は困難である。従って、地域レベルデータの活用などと合わせて、

所得水準と居住環境の関係の多角的な検証などを行う必要がある。

A.研究目的

住環境の貧困が健康に与える影響につ

いての疫学的・経済学的研究をサーベイ

し、今後の研究プロジェクトにおける研

究に役立てる。

B. 研究方法

住環境の貧困と健康の関係についての

重要文献を収集・整理する。また、住宅

剥奪指標の構築に関連する方法論につ

いても検討を行う。

（倫理面への配慮）

該当なし

C．研究結果

1. 住環境の剥奪と健康

健康に対する需要は，消費としての

側面（健康それ自体が効用を高める）

と投資としての側面（市場での労働や

非市場的な活動に使える時間を増やせ

る）の双方があり，これまで多くの研

究が，その重要性から健康の役割に注

目し，健康の決定要因についてデータ

を用いた実証分析を行ってきた。

健康に影響を与えるファクターに
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は，個人によって決定可能な部分と社

会・周囲の生活環境によって決定され

る部分の双方があると言える

（Rosenzweig and Schultz, 1983）。その

ような生活環境要因として特に注目さ

れてきたのが，住環境である。

Grossman (1972)の健康生産関数の理

論モデルは，人が自分たちの資源をど

のように振り分けて健康を獲得する

か，という考え方を明確に提示した点

で重要であるが，その後，多くの先行

研究が，健康生産関数の正確な

Identificationをする上で，住環境の状況

を説明変数に組み込む必要がある点を

主張してきた。(Grossman 1972, 1999; 
Rosenzweig and Schultz 1983; Kenkel 
1995; Contoyannis and Jones 2004)。 

多数の先行研究は，単年度のクロス

セクション・データを用いて住環境と

健康の関係を分析しているが，近年，

とりわけ1990年代以降はパネル・デー

タを用いた分析も各国で増えてきてい

る（Power and Hertzman 1997; Marsh et
al. 2000; Navaro et al. 2010）点が特徴で

ある 1。また，Kenkel (1995) は様々な

ライフスタイル（日常的な朝食，適度

な体重，睡眠時間，タバコやアルコー

ルの消費，スポーツ）が生み出す生産

技術が健康ストックの主要因である点

を主張し，ライフスタイルが健康に与

える影響を健康生産関数の枠組みを用

いて分析しているが，このような研究

1 Contoyannis and Jones (2004)は，健康の決定要因を分析するうえで，家計構成員の婚

姻状況，社会経済的地位，就業状況に加え，個人の観測不能な要因（unobserved 
factors）を制御する必要性を主張している。Unobserved factorsとしては，遺伝的な性質

（generic characteristics）やライフスタイルに対する嗜好（ testes）などが挙げられてい

る。

2 Dale et al. (1996)は英国の国勢調査等のデータをもとに，住環境と死亡率には強い相

関がみられる点を指摘した。

においても，年齢，これまでの健康，

教育水準とともに住環境の剥奪状態が

制御すべき重要変数として認識されて

いる。

これらの研究成果の蓄積は，貧しい

住環境が住民の健康に負の影響をもた

らす大きな要因であるという社会的な

コンセンサスの形成に寄与してきたと

言える。特に，基本的な設備（トイ

レ，風呂，ガス，電気，冷暖房）の欠

如や雨漏りする屋根，湿気，過密な状

態をともなう住環境は，住民の健康に

対し，他の重要な要因（所得，社会階

層，就業の有無，配偶者の有無など）

を制御しても一定の負の効果をもたら

すという事例が多くの国で報告されて

いる 2。  
これらの研究を踏まえ，たとえば，

イギリスの科学教育医療委員会は，住

環境において複数の項目で剥奪状態に

ある者は，タバコやアルコールの過剰

摂取をしている者と同じ規模，あるい

はそれ以上に健康リスクが悪化するな

ど，住環境の悪化が健康にとっていか

に有害であるかの推定結果を報告書で

わかりやすく紹介している（British 
Medical Board of Science and Education, 
2003）。  

2. 住宅剥奪指標の構築

Navara et al. (2010)は，住環境と健康に

関する研究は主に四つの類型に大きく
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区分されると指摘している。第 1 は，住

宅市場がもたらす健康問題からこうむ

る個人の不利益の分析，第 2 は，医療サ

ービスへのホームレスのアクセスの程

度の分析，第 3 は，悪化した住環境で暮

らすことがもたらす病理学的な帰結に

関する分析，第 4 は，適切な住宅にアク

セスできないことがもたらすストレス

やその結果が健康に与える影響の分析

である（Dunn, 2000）。このうち，特に

第 3 と第 4 の類型では，住環境に関する

変数を一定の基準に基づいて構築する

必要性が生じる。

住環境に関する変数を計量モデルに

組み入れ，住環境と健康の関係を検証す

ることは，結果として，健康に影響を与

える住環境の様々な性質を抽出する作

業をともなうことになる。住環境と健康

の関係を分析する際は，住宅の剥奪を示

す様々な属性・状態（ex. 雨漏りする屋

根，湿気，過密，割れ窓の有無など）を

そのまま個別に変数として用いて各項

目と健康指標との関係を調べるという

方法の他，単一の住宅剥奪指標を構築し，

その指標と健康指標との関係を分析す

るという方法が多くの研究で採用され

てきた。単一の剥奪指標の作成法として

は，「単純に（住環境の剥奪を示す）各

項目の回答結果から得られた変数を足

し算する」 3，「「各項目に対する人々の

選好」や「剥奪を実際に被っている人た

ちの割合」をもとにウェイト付けして足

3 Townsend (1979)は，世帯の生活条件に関する 12 の重要項目をピックアップし，満た

されない項目の数を単純に足し合わせることで剥奪指標を構築した。分析に使用する項

目の内容は，主に所得との相関の高さに基づいて決定された。ただし，同一のウェイト

を用いた剥奪指標の作成には，深刻な価値判断の問題をともなうなどの批判がある。
4 Desai and Shah (1988)は，社会の大多数によって選好されている（あるいは社会の大

多数が既に享受している）属性にはより大きなウェイトを与えるべきという主張をし

ている。

し算する」 4などの手法がある。

近年の実証研究で代表的なのは，多変

量解析の手法を用いて，各項目の相対的

な重要性を評価し，計量モデルの推定か

ら得られたパラメータをウェイトとし

て用いて総合的な剥奪指標を計算する

方法である。たとえば，Hutton (1991)な
ど い く つ か の 研 究 は ， 主 成 分 分 析

(Principal component analysis)を用いて生

活環境に関する剥奪指標を構築してい

る。この手法を用いた場合の利点の一つ

は，各属性の変数の値の線形結合として，

剥奪指標が表現できるという点である。

ま た ， Layte et al. (2001) は 因 子 分析

(Factorial analysis)を用いて剥奪指標を

作成している。同研究は，住環境のみな

らず他の分野の生活環境に関する項目

も考慮の対象としているが，因子分析を

用いた結果では，生活環境における剥奪

として 3 つの因子（基本的剥奪，二次的

剥奪，住居の剥奪）が抽出され，住環境

の剥奪の重要性が示されている。

3. Fusco (2015)の事例

住宅の剥奪指標に関する具体例につ

いて Fusco (2015)の研究をもとに見て

いこう。

この論文では，住環境に対する基本的

な設備や快適性が欠如している状況を

剥奪と捉え，住環境の剥奪と家計の所得

にどのような関連が見られるかを分析
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している。使用データは，「ルクセンブ

ルグ・パネル社会経済調査」(PSELL3: the
Luxembourg Panel Socio-Economique) の
2003-2009 年のパネルデータである。住

環境の剥奪に使われた項目は，以下の 8
項目であり，どの項目も剥奪の状況であ

る (=1)かない (=0)かで二値変数が作成さ

れる。

(1) living in an overcrowded household:
過密

(2) dark accommodation: 日当たりが悪

さ

(3) the presence of a leaky roof: 雨漏りの

屋根 ,
(4) rot in window frames or floors: 窓や

床の腐食

(5) damp walls, floors or foundations: 湿
気

(6) non-hermetic windows: 隙間のある窓

(7) no space to sit outside: 庭・ベランダ

の欠如

(8) lack of double glazed windows.: 二重

ガラスの欠如

それぞれの項目に対する回答から作

成されたダミー変数をもとに，住宅剥

奪指標（Housing deprivation index (H)）
は以下のような式で計算される（(1)
式，(2)式参照）。  

(1) 

5 橘木・浦川(2006)で住宅設備の剥奪スコアの計算に使用された項目は，「家族専用の

トイレ」，「家族専用の炊事場（台所）」，「家族専用の浴室」，「家族専用で炊事場とは別

の洗面所」，「寝室と食卓が別の部屋」，「複数の寝室がある」の 6 項目である。また，

住宅の不具合に関する剥奪スコアの計算に使用された項目は，「物音がしない」，「日当

たりがよい」，「湿気がない」，「雨漏りがしない」，「収納スペースがある」の 5 項目で

ある。

(2) 

𝐼𝐼𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖: 個人 i が時点 t で項目 j に剥奪があ

ったかを示すダミー変数

𝑤𝑤𝑖𝑖𝑖𝑖: 時点 t における項目 j のウェイト  
𝐼𝐼𝚥𝚥𝑖𝑖� : 時点 t における項目 j の平均値  

(2)式から明らかなように，住宅剥奪

指標のウェイトは，当該項目で剥奪状

況にない個人の割合を用いる。すなわ

ち，Fusco (2015)では，多くの者が剥奪

状況にない項目で剥奪状態にある場

合，それを重く評価するウェイトが採

用されている。このようなウェイトを

採用して住宅関連の剥奪指標を測定し

ている関連研究として，Whelan et al. 
(2002), 橘木・浦川(2006)，浦川(2007)
などがある。たとえば，橘木・浦川

(2006)では，住宅剥奪指標として，「住

宅設備の剥奪スコア」と「住宅の不具

合に関する剥奪スコア」が計測され，

分析に使用されている。そして，生活

満足度を被説明変数とする計量モデル

の推定結果では，「住宅設備の剥奪スコ

ア」と「住宅の不具合に関する剥奪ス

コア」の変数は，いずれも有意に負で

あり，悪質な住環境が個人の主観的な

厚生と関連することがうかがえる結果

が確認されている 5。

D．考察  
これまで住環境の貧困と健康の関係
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についての重要文献を収集・整理すると

ともに，住宅剥奪指標の構築に関連する

方法論について検討を行ってきた。国内

の研究で注目すべきは、住宅設備に関し

て何らかの剥奪を被っている個人の割

合が，相当高いことである。2000 年代

以降の家計データに基づく分析結果に

おいても，サンプルの約 1~2 割は，「家

族専用の炊事場がない」や「家族専用の

トイレがない」など，質の低い住環境で

の生活をいまだ余儀なくされていると

いう現状がある（橘木・浦川(2006)では

16.8％） 6。 
我が国では、部分的に家賃補助的な制

度が存在するとはいえ、いまのところ低

所得者への本格的な住宅給付の制度は

存在していない。低所得者や高齢者など，

住宅の確保に配慮を要する人々，いわゆ

る，「住宅確保要配慮者」の居住の確保

を支援，促進するための新たな住宅セー

フティ・ネット制度が 2017 年 10 月よ

り本格的にスタートしたが，制度の本格

的な普及は未だ道半ばである（矢田 , 
2018）。住宅の困窮は，人々が困難な状

況に直面した際にお互いに支援しあえ

るネットワークの欠如をもたらし，生活

リスクをより増幅させることにつなが

る。住環境の貧困について，多面的な観

点から分析する必要は依然として大き

い。

E．結論  
本科研費プロジェクトで用いる日本の

住宅・土地統計調査（住調）の個票は、

住環境についてある程度の情報を有し

ているものの、住宅剥奪指標の構築やパ

ネルデータの活用は困難である。従って、

6 同様の指摘が，阿部 (2005)，板東 (2018)においてもなされている。OECD(2015)では，

OECD 諸国の住環境の快適さが指標化されており，日本は平均より下位の国に位置づ

けられている。

地域レベルデータの活用などと合わせ

て、所得水準・健康水準と居住環境の関

係の検証などを，上記の先行研究の分析

手法を踏まえつつ，行う必要がある。

F．健康被害情報  
該当なし
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２．学会発表

なし
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